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1
10万人規模の都市であればコンパクトシティは理解
できるが、高森町への必要性について理解し難い。

コンパクトシティは大都市を主な対象とした考え方であり、高森町にはそぐわないのではないかとい
う意見が、策定委員会においても出されていますが、これに対し、信州大学の森本助教からは、小規
模な自治体においても、インフラの効率化等の観点からコンパクトなまちづくりを進めていくことは
今後に向けた重要な条件であり、高森町においても取り組むべきであるとの助言をいただいています
し、町としても、効率的な行政運営を行う上で必要であると考えています。
また、人口減少の時代であるからこそ、行政運営をコンパクトにまとめ、持続可能な町としていく必
要性については、住民の理解も得られるものと考えています。なお、これは今後新たに住まわれる方
の居住を誘導していく考え方であり、現在お住まいの方に移転を求めるものではありません。

〃 2
公共交通政策について具体的にどうしたいのかわか
らない。

公共交通については、河岸段丘など町の地形的条件もあり、都会のような充実を図ることには課題が
あります。町としては、これまでも公共交通の充実に取り組んできており、その点については一定の
理解を得ているものと考えています。今後は、効率性や使い勝手といった観点から、実際に利用され
ている方の意見を丁寧に伺いながら検討を進めることで、より利用される公共交通の充実につなげて
いきたいと考えています。

〃 3
これまで都市計画に関する話が一切無く、いきなり
言われても住民に理解されにくいのではないか。

町では、今回初めて都市計画に関する計画を作成しました。これまでは長野県が策定した区域マス
タープランに町の都市計画が示されており、町としてはこれを準用してきました。近年、国において
コンパクトな町づくりを進める方向性が示されていることから、町としてもその方針に沿って取り組
む必要があると判断し、町独自の計画を作成したものです。県が策定した区域マスタープランにおい
て町の都市計画が示されていたことについて、これまで住民の皆様に十分お示しする機会がなかった
点は、反省すべき事項であると思います。

〃 4
サッカー場の整備について、いかがなものか理解し
がたい。

サッカー場整備に関する検証が行われていないとの指摘については、昨年供用を開始したばかりであ
ることから、今後、長い期間をかけて利用状況等を踏まえ、整備が適切であったかどうかについて、
皆様にご議論いただきながら評価していくものと考えています。

〃 5
防災の観点面から、イエローゾーン内にある下市田
保育園や温泉施設に対して問題提起しているのに回
答が無いまま、進んでいる。

住民の皆様の安心・安全の観点から、防災は最も重要な分野であると考えています。町内には、一級
河川の氾濫想定区域や土砂災害警戒区域など、災害リスクの高い地域が多く存在しています。すべて
のリスクを完全に回避することは困難であるため、リスクとどのように向き合い、共存していくかが
重要であると考えています。また、ハード対策だけに頼るのではなく、ソフト対策をどのように組み
合わせていくかが重要であると考えています。

〃 6

都市マスに住民意見の反映についての記載がある。
目標年度は長いスパンである20年後であり、若い世
代の意見が大事と思う。パブコメ、住民説明会、
ワークショップが、その機会であったと思う。ワー
クショップはどのように進めたのか、パブコメは意
見が寄せられているのか。

ワークショップについては、令和6年度のまちづくり懇談会において、農業の地域計画をテーマとし
たワークショップを実施し、その中で出された土地利用等に関する意見を計画に反映しています。パ
ブリックコメントについては、現時点では意見は寄せられていません。
また、令和5年度には住民アンケートを実施するとともに、高森中学校2年生を対象に将来像に関する
アンケートを行いました。これらの意見を踏まえて計画の骨格を作成し、各分野の代表者17名で構成
する策定委員会において検討を行ってきたものです。
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〃 7

今日の説明会は、計画の概要の説明であるため、す
べてを理解するのは難しい。3ページのまちづくりの
実践、福祉、公園などの具体的な内容はホームペー
ジにあるのか。

これらを実行していくにあたっては、県と協議した上で都市計画決定を行い、進めていくことになり
ます。現時点で具体的に決定している事項はありません。今後、行政や民間が行うまちづくりの取組
が、本計画に示した方針と乖離しないよう、その基本的な考え方を定めているのが本計画になりま
す。

〃 8

具体的なことはこれから楽しみにしている。住民の
方が興味を持つような工夫をしていただければ、本
日の住民説明会も参加者が多く出席されるのではな
いか。

ご意見として賜ります。

〃 9

議会で、下河原の土地利用の条例について、何年も
地元で検討してきたことを伺っている。他の地域で
も町が上から示すのではなく、未来ビジョンのよう
な進め方は、先程意見のあった住民の意見をどのよ
うに吸い上げていくかにつながるのではないか。説
明いただきたい。

山吹下河原未来ビジョンは、地域として「こうありたい」という思いが未来ビジョンとしてまとめら
れ、その考えが特定用途制限地域の指定につながったものです。他の地域においても、「このような
地域にしていきたい」「取り組んでいこう」という住民の思いがあれば、町として支援し、進めてい
くべきであると考えています。
また、これまで関心を持たれてこなかった方々に対しても、関心を持ってもらうための工夫や知恵を
出していく必要があると考えています。今後は、ぜひ住民の皆様から積極的な提案をいただきたい。

〃 10

山吹の計画に住民がどのように関わって作り上げて
きたかはわかった。本来ならばサッカー場は観覧席
がある、防災面から屋根を付けることがなぜ検討さ
れなかったのか。検討してきた方がそのような事を
まったく考えなかったのか。

土地的・財政的な制約がどうしてもありました。将来を見据えれば、さらに良いものを整備できた可
能性もあるが、当時の条件の中で最善と考えられる内容について、議会をはじめ関係者との協議を重
ねた上で決定したものであることをご理解いただきたい。

〃 11
153号の拡幅がどうなっているのか。
公共交通は町だけで考えるのではなく、飯田、下伊
那の観点での考えが必要なのではないか。

周辺地域では国道の4車線化が進んでいる一方で、高森町周辺は空白区間となっています。このた
め、4町村で構成するリニア北バイパス期成同盟会において、国道のあり方について国に対する要望
活動を行っているところです。今後は、町の国道がどのような位置づけとなるのかについて、地域の
皆様としっかり話し合っていく時期に来ていると考えています。現時点では要望活動を行っている段
階です。

〃 12
中山間地の姿として、飯島町ではＩターンの自治会
が農村地域に出来ている。農地付きの住宅地を開発
するなどどうして出てこないのか。

立地適正化計画は、町としての意思や方向性を示すものであり、建築行為を禁止するものではありま
せん。届出により状況を把握し、適切なまちづくりにつなげていくことを目的としています。

〃 13
住民への周知や集約など職員は苦労しているとは思
うが、浸透していないのではない、見えてこない。
何かが足りないのではないか。

できる限り住民の皆様からご意見をいただけるよう工夫してきたが、十分でなかった点については、
真摯に受け止め、お詫びせざるを得ません。本計画は指針として大きな枠組みを示すものであり、不
足している点や改善すべき点があれば、ぜひご指摘をいただきたい。

1
2
月
1
8
日

14
これは国土交通省の事業なのか。4ページの都市施設
を見るとインフラが主なのか。

3ページの通り都市計画法に基づいたものであり、管轄としては主には国土交通省となります。
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〃 15
学校や福祉施設、公民館、福祉センターの類との関
係は何か。

個別の施設を見ると文科省、厚労省となるが、この計画は都市計画法に基づく、まちづくりの観点か
らの計画となります。都市計画法には都市施設として定められる施設が決められています。

〃 16
誘導と単語が出てくるが、どの程度の誘導なのか。
意識して自主的に施設の近くに移動するのか、新し
い住宅を建てる際に補助を出すのか。

具体的には、それぞれの市町村が考えていくことになります。誘導区域外に居住している方が誘導区
域内へ転居する場合に、補助金を交付している市町村もありますが、町としては現時点では、拠点を
定めて集約していくという意思を示した段階です。
人口減少が進む中で、行政効率をいかに高めていくか、また、広いエリアに分散している都市機能等
をどのように誘導していくかといった方針を定めた計画であり、7ページに示している視点を踏まえ
ながら、今後、具体的な施策を検討していく考えです。

〃 17
届出制度について、違反が見つかった場合は好まし
くない建築について認可しないとなるのか。

あくまで届出制度であり、建築行為等を一律に制限するものではありません。建築などを行う際に
は、まず町に相談が寄せられることになるため、町としては「ぜひこのエリアで」といった形で、考
え方や方向性の意思表示はさせていただきます。
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